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日本のCO2総排出量は、2013年度(確報値)で約13億1,100万tCO2
そのうち運輸部門は、全体の17%
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運輸部門CO2排出量の9割は⾃動⾞からの排出
運輸部門のCO2排出量は、2001年度をピークに、減少傾向に転じている

運輸部門別CO2排出量実績（2013年度確報値）

（CO2排出量：百万トンCO2）

日本の運輸部門CO2排出量

出典：環境省年度
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日本の運輸部門の2030年度削減⽬標

 COP21で採択された新たな国際枠組み「パリ協定」では、各国は2020年以降の削減
目標を自ら掲げ、その達成に向けた国内対策を講じることが求められる。

日本は、2030年度に2013年度⽐▲26.0%とする目標を国連に提出済み。運輸部門の
削減目標（▲28%）は単体対策に加え、交通流の改善やエコドライブの推進が前提
となっている。

出典：日本の約束草案より作成
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燃費性能の向上（新⾞平均燃費の推移）

⾃動⾞の燃費に関して、全ての⾞種区分に燃費基準が設定されており、乗⽤⾞は
2020年度で20.3km/L程度の基準値になっている。

⾃動⾞メーカー各社は継続的に燃費性能の改善に取り組んできており、乗⽤⾞の
新⾞平均燃費は近年⼤きく向上している。
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次世代⾞の普及

強⼒なCO2削減⼿段として期待される次世代⾃動⾞。⾃動⾞メーカー各社は性能向
上や低コスト化のための技術開発に取り組み、お客様のニーズに応える商品の提供
に努めている。

クリーンディーゼル⾃動⾞

プラグインハイブリッド⾃動⾞

燃料電池⾃動⾞

電気⾃動⾞ハイブリッド⾃動⾞

天然ガス⾃動⾞
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次世代⾞の普及（政府⽬標）

経済産業省「⾃動⾞産業戦略2014」では2020年及び2030年の⾞種別の普及⽬標
（乗⽤⾞の新⾞販売台数に占める割合）を掲げている。

これらの政府⽬標達成には⾃動⾞メーカーの努⼒とともに、インセンティブ、イン
フラ整備といった政策的な支援が必要となってくる。

2015年(実績) 2020年 2030年

従来⾞ 73.5% 50〜80% 30〜50%

次世代⾃動⾞ 26.5% 20〜50% 50〜70%

ハイブリッド⾃動⾞ 22.2% 20〜30% 30〜40%

電気⾃動⾞
プラグイン・ハイブリッド⾃動⾞

0.6% 15〜20% 20〜30%

燃料電池⾃動⾞ 0.01% 〜1% 〜3%

クリーンディーゼル⾃動⾞ 3.6% 〜5% 5〜10%

出典：⾃動⾞産業戦略2014及び経産省資料より作成
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次世代⾞の普及（⾞種別販売台数の推移）

⾞種別販売台数の内訳を⾒ると、8割以上はハイブリッド⾃動⾞。

出典：自工会：クリーンディーゼル⾞

：電気⾃動⾞

：プラグインハイブリッド⾃動⾞

：ハイブリッド⾃動⾞
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次世代⾞の普及（保有台数の推移）

現在、保有台数は515万台（推計値）。それでも、全保有7,720万台の6.7％に
過ぎない。将来はCO2削減に大きく寄与すると期待。

内訳

※従来⾞数は⼆輪を除く全⾃動⾞数。従来⾞
7,204万台
(93.3%)

次世代⾃動⾞
515万台
(6.7%)

ハイブリッド自動⾞
476万台
(92.4%)

天然ガス⾃動⾞
4.2万台
(0.8%)

電気⾃動⾞
7.0万台
(1.4%)

クリーン
ディーゼル⾞
23.3万台
(4.5%)

プラグイン
ハイブリッド
⾃動⾞
4.5万台
(0.9%)

燃料電池⾃動⾞
0.01万台
(0.0%)
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統合的アプローチ

運輸部門における実効的なCO2削減のためには、⾃動⾞メーカーの取り組みとともに、
エネルギー・燃料等の関係業界、⾏政、⾃動⾞使⽤者といった各関係者がそれぞれの
役割を果たす統合的アプローチが不可⽋。これは国内のみならず、海外（特に新興
国・途上国）でも共通認識すべき考え⽅。

【政府】 【⾃動⾞ユーザー】

【エネルギー供給者】

【⾃動⾞メーカー】

燃費の改善
次世代⾃動⾞の普及

効率的利⽤
（エコドライブ）

エネルギー・燃料
の多様化

交通流改善
国⺠運動の展開
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 IPCC AR5（WGIII, Chapter 8. Transport）では、モード燃費（カタログ燃費）
と実⾛⾏の燃費に乖離があることが課題認識されている。

この差は使⽤環境（道路状況等）、使い⽅（加減速等）、電装品（空調等）が主な
要因。既に使⽤過程にある従来⾞であっても実⾛⾏燃費が改善する余地があり、エ
コドライブの推進や交通流対策が重要。

統合的アプローチ
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中⻑期的展望・期待（エネルギー・環境イノベーション戦略）

 COP21で安倍総理が表明した「エネルギー・環境イノベーション戦略」（今春策定予
定） における有望分野候補に、次世代蓄電池と⽔素の製造・利⽤等が挙げられている。

 EV、PHEV、FCVの本格普及につながるイノベーションとして期待。

出典：内閣府 「第2回エネルギー・環境イノベーション戦略策定ワーキンググループ」資料より抜粋

次世代蓄電池

水素等製造、
輸送・貯蔵、
利⽤
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中⻑期的展望・期待（電池性能の向上）

 2020年を境に、EV、PHEV⽤の安価で寿命が⻑く、航続距離が増⼤した⼆次電池
の普及が本格化していくことが期待されている。

出典：NEDO二次電池技術開発ロードマップ2013
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中⻑期的展望・期待（⽔素の利⽤、輸送・貯蔵、製造）

出典：経産省 「⽔素・燃料電池戦略ロードマップ」

 2020年〜2025年頃にかけて⾞両価格・⽔素価格の低減が⽬指されている。
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中⻑期的展望・期待（⾃動運転）

⾃動運転技術が普及すると、渋滞減少や効率的な輸送への貢献が⾒込まれ、CO2削減
に繋がる効果が期待される。

20202020 20302030 20502050
実用化‐導入期実用化‐導入期 普及拡大‐展開期普及拡大‐展開期 社会に定着 ‐成熟期社会に定着 ‐成熟期


